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６つの特別会計
事業収入が主な財源

村上市の財政は
健全性を保っています

特別会計

健全化判断比率

市債借入残高

資金不足比率

　

特
別
会
計
と
は
、
特
定
の
事
業

を
行
う
場
合
に
そ
の
事
業
で
得
ら

れ
る
収
入
を
主
な
財
源
と
し
て
、

事
業
に
係
る
経
費
を
支
出
す
る
た

め
、
一
般
会
計
と
は
別
に
収
支
を

管
理
す
る
会
計
で
す
。

　

特
別
会
計
の
収
支
は
、
全
て
の

会
計
で
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

特
別
会
計
で
は
、
事
業
の
実
施

に
あ
た
り
必
要
な
財
源
に
不
足
が

生
じ
る
場
合
に
は
、
一
般
会
計
や

基
金
か
ら
資
金
の
繰
り
入
れ
を
し

て
財
源
の
補
填
を
行
い
ま
す
。

　
『
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化

に
関
す
る
法
律
』
に
よ
り
、
決
算

に
基
づ
い
た『
健
全
化
判
断
比
率
』

と
『
資
金
不
足
比
率
』
を
公
表
し

ま
す
。

　

こ
の
比
率
は
、
財
政
の
健
全
度

を
測
る
も
の
で
、
令
和
４
年
度
は

全
て
の
比
率
で
基
準
を
下
回
っ
て

い
ま
し
た
。
ま
た
、
監
査
委
員
の

監
査
を
受
け
て
市
議
会
に
報
告
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
市
債
残
高
の
減
少

の
要
因
と
し
て
償
還
額
が
借
入
額

を
上
回
っ
た
こ
と
な
ど
が
あ
げ
ら

れ
ま
す
。
市
債
は
、
主
に
道
路
や

学
校
な
ど
長
期
間
利
用
し
て
い
く

施
設
な
ど
の
建
設
費
用
の
た
め
の

借
入
金
で
す
。

　

市
債
の
発
行
に
よ
り
、
次
世
代

の
人
々
に
も
費
用
を
負
担
し
て
い

た
だ
き
、
世
代
間
の
公
平
性
を
考

慮
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
比
率
は
、
上
水
道
事
業
や

下
水
道
事
業
な
ど
の
公
営
企
業
会

計
の
資
金
の
不
足
額
の
度
合
い
を

表
す
比
率
で
す
。

　

全
て
の
会
計
で
の
指
標
値
に
対

す
る
資
金
不
足
が
あ
り
ま
せ
ん
で

し
た
の
で
、「
−
」
で
表
示
し
て
い

ま
す
。

特別会計 歳　入 歳　出
土地取得 2万円 2万円
情報通信事業 3億1,986万円 3億1,313万円
蒲萄スキー場 8,115万円 7,839万円
国民健康保険 59億1,200万円 57億 203万円
後期高齢者医療 7億9,155万円 7億9,104万円
介護保険 86億4,940万円 82億7,495万円

市債借入残高 令和４年度末 令和３年度末
一般会計 322億8,319万円 325億2,652万円
情報通信事業 2,902万円 1,150万円
蒲萄スキー場 7,658万円 7,731万円
上水道事業 48億7,891万円 51億2,711万円
簡易水道事業 15億 789万円 16億8,299万円
下水道事業 294億9,612万円 314億2,214万円

� （単位：％）

健全化判断比率 令和4年度 令和3年度
（参考）

早期健全	
化基準

財政再生
基準

実質赤字比率 － － 12.33 20.00

連結実質赤字比率 － － 17.33 30.00

実質公債比率 11.7 12.3 25.0 35.0

将来負担比率 78.8 92.9 350.0

公営企業会計

� （単位：％）

資金不足比率 令和４年度 令和３年度
(参考)

経営健全化
基準

上 水 道 事 業 会 計 − − 20.00

簡易水道事業会計 − − 20.00

下 水 道 事 業 会 計 − − 20.00

■料金改定後も、3事業（上水道・簡易水道・下水道）とも料金収入
　だけでは維持管理費用を賄うことができていない状況
　�　上水道・簡易水道・下水道事業は、地方公営企業法の適用を受け、原則として独立採算制で運営される会計です。その年度
の経営損益を示す「収益的収支」と、将来の経営に備えて行われる建設改良事業などの資本取引を示す「資本的収支」に区分
されています。

　災害などの影響により料金収入は前年度比1,900万円の減収となりました。また、維持管理費は災害関連経費
や電力価格上昇などにより前年度比7,100万円の増となり、当年度32万円の純損失が生じました。
　資本的収支は、収入よりも支出が約5億6,600万円多く、不足分は内部留保資金などで補てんしました。人口
減少による料金収入の減少や維持管理費の増加により、今後も厳しい経営状況になると思われます。

　料金収入は前年度比4,200万円の増収、維持管理費は前年度比5,700万円の増額となっています。当年度純利益は、
822万円となりましたが、一般会計からは約18億円の繰り入れを行い、経営を維持しています。
　資本的収支は、収入よりも支出が約12億3,000万円多く、不足分は内部留保資金で補てんしました。資本的収入も、
企業債償還金などの財源として一般会計から約11億円を繰り入れています。下水道事業会計全体で約29億円を繰り
入れており、繰入金に頼った経営状態となっています。

　料金収入は前年度比450万円の増収、維持管理費は前年度比1,600万円の増額となっています。当年度純利益は、
24万円となりましたが、一般会計からは約1億5,000万円の繰り入れを行い、経営を維持しています。
　資本的収支は、収入よりも支出が約7,000万円多く、不足分は内部留保資金で補てんしました。資本的収入も、企業
債償還金などの財源として一般会計から約1億5,300万円を繰り入れています。簡易水道事業会計全体で約３億円を繰
り入れており、繰入金に頼った経営状態となっています。
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業


